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No. 747 日合商の基本は『協調と連帯』

日合商は昭和 52（1977）年に合板・建材を扱う流通
業界の活性化と、関係官庁に意見書が提出できる組
織として発足した歴史ある組織であり、業界唯一の
国の認可団体です。その「会勢強化」は、業界の活
性化につながるものです。また、新規会員・賛助会
員の数が増えることで関係官庁への発言力も増し、
社会的な影響力も拡大していくものと考えています。
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６月開催　⚫中部日本支部 通常総会（5 月開催から変更）

　　　　　⚫九州支部 通常総会　⚫四国支部 通常総会

７月開催　⚫中国支部 通常総会　⚫東京支部 通常総会

★新型コロナウイルス感染防止対策のため　支部総会は書面会議となりました。

日合商支部 総会 スケジュール

2021 年 5 月 19 日（水）15：00 ～ 16：00

WEB 会議システムによる
日合商2021年度第一回理事会を開催しました
出席理事数 50 名（書面出席 28 名、WEB 会議システムによる出席 22 名）
出席監事数 6 名（書面出席 4 名、WEB 会議システムによる出席 2 名）

東京のホスト会場に、足立建一郎理事長はじめ、小川明範副理事長等の在京本部
役員が出席、リモートでは 18 名の理事が出席して WEB での理事会が開催されま
した。
足立建一郎理事長が議長となり、第一
号議案から第六号議案までの審議が行
われ、全議案が可決承認されました。
さらに議長から金井事務局長に、その
他議案について提案がないことを確認
して審議を終了し、閉会しました。

2021 年 5 月 28 日（金）

書面会議により
2021 年度通常総代会を開催しました
総代総数 92 名　　本人出席（書面表決書提出）90 名

●議事の経緯及びその結果
事務局が、期日までに提出された書面表決書（出席総代数 90 名、出席理事数 50 名）
により 2021 年度通常総代会の定足数を満たしたことを確認。また議長の選出につ
いて同じ書面により諮り、全員一致で東京支部総代 梶本芳則氏 を議長に選任しま
した。

【1】審議事項
　第一号議案　役員退任に伴う補欠選出の件について
　

【2】報告事項
　第一号　2020 年度　事業報告及び年間決算の件
　第二号　2021 年度　事業計画及び年間予算の件
　第三号　第 43 回通常総会（2022 年度通常総代会）の件
　　　　　幹事支部　中国支部
　　　　　日　程　2022 年 5 月 18 日（水）通常総代会
　　　　　　　　　　　　　5 月 19 日（木）エクスカーション
　　　　　場　所　福山ニューキャッスルホテル（予定）

事務局が、2021 年度第一回理事会で承認された議案書の説明を行い、2021 年度通
常総代会の審議事項は、書面による審議の結果、全員一致で可決承認されました。日合商支部 総会 5 月の実施報告

関西支部
丸  敏幸  支部長

関西支部
総 会 は 書 面 会 議 で 実 施。
全議案が可決承認されま
した。

東関東支部
遠藤  又四郎  支部長

東関東支部
総 会 は 書 面 会 議 で 実 施。
全議案が可決承認されま
した。

北海道支部
桑澤  嘉英  支部長

北海道支部
総 会 は 書 面 会 議 で 実 施。
全議案が可決承認されま
した。
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2.3㎜ T2

4.0㎜  〃

5.5㎜  〃

9.0㎜  〃

12.0㎜  〃

ラワン JAS
F ☆☆☆☆

針葉樹構造用
（ネダノン）

輸入・型枠用

輸入・構造用

F ☆☆☆☆  12㎜ C-D

F ☆☆☆☆ 24㎜ 実付

F ☆☆☆☆ 28㎜ 実付

F ☆☆☆☆ 9㎜  3×10

12㎜ JAS 製品

F☆☆☆☆12㎜ JAS 製品

品　　目

※東京都ベニヤ板問屋協同組合、日本合板商業組合「市況通信」より 
（注）1 車単位（10 トン）問屋売り価格・90 日手形（JAS 製品）東京の合板卸売り価格（円）
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　  日合商ホームページより
　  新着情報・トピックスをご確認ください

令和 3 年度

外構部の木質化対策支援事業の

「企画提案型実証事業」と「外

構実証型事業」について募集開

始の案内がありましたのでお知

らせします。

【外構部の木質化対策支援事業】

2021（令和 3）年 7 月～ 9 月需要動向予測調査より
工務店・販売店による需要予測
　内閣府が発表した 2020 年度の GDP（国内総⽣産）は、実質成
⻑率がマイナス 4.6％となり、年度ベースでの下げ幅はリーマンシ
ョック時を上回り戦後最⼤のマイナス成⻑となった。
　そして、2020 年度（4 〜 3 ⽉累計）の新設住宅着⼯数では、81
万 2,164 ⼾（前年⽐ 91.9％）と 2 年連続の減少となった。利用関
係別の累計前年⽐では、持家が 92.9％、貸家が 90.6％、分譲住宅
が 92.1％となり、堅調に推移していた分譲⼀⼾建住宅も 6 年ぶり
の減少に転じた。⼀⽅で 3 ⽉単⽉では、着⼯総数が 7 万 1,787 ⼾（前
年⽐ 101.5％）と 21 ヵ⽉ぶりに前年を上回る結果となった。
　2021 年 7 〜 9 ⽉の需要動向予測調査では、⼯務店（⼯務店・そ
の他建築会社）の需要予測はマイナス 40.6 ポイント、前回より落
ち込む結果となった。新型コロナの感染拡⼤による米国内での新
築住宅需要の増加や中国の経済回復に伴うコンテナ不足などに端
を発した木材価格高騰と供給不足の状況が深刻化しているウッド
ショックへの懸念が反映された数字となった。今後その影響が⻑
期化するのか、そして住宅業界にどのように波及していくのか注
目したい。

主要メーカーによる販売予測
　主要メーカーによる販売予測（9 ページ参照）でも、前回調査
から全分野で減少予測が拡⼤した。
　窯業・断熱のみ増加予測が前回調査からプラス 4.5％伸⻑したが、
総 じ て マ イ
ナ ス 傾 向 が
強 い 結 果 と
なった。

JK 情報センター

調査の時期と方法
この調査は 2021（令和 3）年 4 月下旬から 5 月中旬までを調査時点として、お取引先 3000 社にインターネットによる調査
を行い、回収したものを一括集計したものです。　　※ JKHD グループ 19 社のお取引先にも調査依頼をしています。

増加予測 前年並予測 減少予測
合   板 20.0% 50.0% 30.0%
木質建材 26.7% 33.2% 40.1%
窯業・断熱 21.1% 21.0% 57.9%
住設機器 23.5 % 41.2% 35.3%

販売店　景気動向の推移

販売店　地域別需要予測

過去 2 年間の仕事量の見通しを
ポイントで表したグラフ。

「増加」「微増」「前年並」「微減」「減少」の中からお選び頂き、総回答数より
それぞれの割合を算出しました。　単位は、「％」となります。

日合商ホームページ
https://www.nichigosho.net

2021 年 7 月－ 9 月
2020 年 7 月－ 9 月

全国　回答数 2,575 北海道	 149
東　北	 286
関　東	 935
甲信越	 193
北　陸	 54

中　部	 232
近　畿	 222
中　国	 151
四　国	 111
九　州	 242 

有効回答数

9.2 4.9
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-80
-60
-40
-20
0
20
40

19/7-9 20/1-3 20/7-9 21/1-3 21/7-9
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概　要
　2021 年 4 月の新設住宅着工戸数は 74,521 戸（前年同月比 7.1％増）で 2 カ月連
続の増加となった。その内、木造住宅は 41,056 戸（前年同月比 5.7％増）で 22 カ
月ぶりの増加となった。季節調整済年率換算値は 88.3 万戸で前月比 0.3％増、4 カ
月連続の増加となる。
　利用関係別では持家が 22,877 戸（前年同月比 8.8％増）で 6 カ月連続の増加、
貸家は 28,825 戸（同比 13.6％増）で 2 カ月連続の増加、分譲 22,483 戸（同比 0.3％
減）で先月の増加から再びの減少となった。分譲の内訳はマンションが 10,776 戸（同
比 0.5％増）で 2 カ月連続の増加、戸建ては 11,595 戸（同比 0.6％減）と 17 カ月
連続の減少となった。

国内・外合板の供給量
　4 月の国内合板生産量は 26.5 万㎥（前月比 97.4％、前年同月比 109.7％）と発
表された。その内、針葉樹合板の生産量は 25.8 万㎥（同比 97.5％、111.0％）となり、
出荷量は 26.8 万㎥（同比 101.6％、114.9％）で在庫量は 10.4 万㎥となった。
　輸入合板の 4 月度入荷量は 21.4 万㎥（前月比 100.0％、前年同月比 92.6％）となっ
た。国別入荷量はマレーシアが 6.6 万㎥、インドネシアが 6.7 万㎥、中国が 5.6 万
㎥となっている。

今後の見通し
　国内針葉樹合板は、生産も出荷も旺盛であったことが分かる。低水準で推移し
ている在庫量も更に減少状態。輸入材中心に木質製品の不足感が深刻さを増す中、
国内丸太も価格の上昇が続いている。先高観もあり、早めに必要数量を確保する
傾向が強まった状態になっている。今後は少し落ち着いた動きになると思われる
が、必要量は先手で確保しておいた方がよいだろう。
　輸入合板に関しては、天候は降雨少なく乾季の様相であるが、原木供給量は増
えてこない。伐採地でのワーカー不足及び価格の良いインド向け輸出原木の優先
供給のために、ローカル市場に出回る原木量が少ない。
　インドネシアでも GP アイテムの現地価格上昇が続いており、目下は薄物だけ
でなく中厚でさえ、過去最高値圏である。今後の原木供給量増を期待しているが、
各社限られた生産量の中、絶好調の北米を中心とした他国向けに注力し日本向け
の枠が削減されている。両産地の状況は新型コロナへの対応によって非常に流動
的になっている。特にマレーシアサラワク州においては昨年の第一波では感染者
を抑えられていたが、今は最悪の状況である。
　今後はインドネシアの得意な GP よりも、サラワクの得意な 12㎜系アイテムの
不足の方が深刻になる可能性が高いため、それを踏まえたアイテムごとの対応が
必要である。
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2021年度 日合商 WEB セミナー
開催スケジュール＆テーマ ご案内

北海道	 - ⑤ -0006	 ㈱丹波屋	 代表取締役	 勝間  真也

北海道	 - ⑤ -0007	 マルカ北海化成㈱	 代表取締役	 蚊野  裕一

東北	 - ④ -0031	 平野商事㈱	 代表取締役社長	 平野  治彦

東北	 - ⑤ -0007	 中川木材商事㈱	 代表取締役	 中川  賀文

北関東	 - ② -0073	 ㈱タカキプレカット狭山工場 ( プレカット
日高工場  含む )	 代表取締役会長	 髙木  裕

北関東	 - ⑤ -0045	 ㈲塚田建材	 代表取締役	 安藤  清茂

東関東	 - ④ -0018	 青山木材㈱	 代表取締役	 青山  芳忠

東関東	 - ⑤ -0005	 ㈱ハウス・デポ関東	 代表取締役	 島田  美佐男

東京 S	 - ⑤ -0002	 日成共益㈱	 取締役社長	 熊谷  和男

東京・山梨	 - ③ -0132	 中央ベニヤ㈱	 代表取締役	 早川  勝

東京・静岡	 - ② -0216	 ㈱カンセイ	 代表取締役	 加藤  雅紀

東京	 - ⑤ -0033	 ㈱押本商店	 代表取締役	 川田  宏之

東京	 - ⑤ -0034	 ボード㈱	 代表取締役社長	 只腰  由紀夫

神奈川	 - ③ -0028	 ㈱戸塚建親センター	 代表取締役	 鈴木  崇朗

神奈川	 - ⑤ -0001	 ㈱三栄社	 代表取締役	 高橋  誠

神奈川	 - ⑤ -0002	 新いずみ建装㈱	 代表取締役	 住吉  渡

中部日本	 - ⑤ -0007	 ベニクス㈱	 代表取締役	 水越  隆之

関西	 - ⑤ -0020	 ㈱アラセ	 代表取締役	 中村  晃輔

関西	 - ⑤ -0021	 林木材㈱	 代表取締役	 中村  伸弥

関西	 - ⑤ -0024	 太田ベニヤ㈱	 代表取締役	 山田  陽之介

中国	 - ④ -0054	 ㈱佐々部材木店	 代表取締役	 佐々部  博之

四国	 - ⑤ -0004	 ㈱オハラ	 代表取締役	 小原  啓司

九州	 - ③ -0042	 ㈱ワタヤ	 代表取締役	 牛島  大造

九州	 - ③ -0043	 ㈱ミヤシン建材	 代表取締役社長	 若本  哲文

九州	 - ③ -0045	 ㈱ヤマワ	 代表取締役	 若松  英樹

九州	 - ③ -0046	 ㈱キョーエイ	 代表取締役	 𠮷原  恵美

九州	 - ③ -0047	 ㈱山﨑	 代表取締役	 潮崎  盛隆

2021 年 5 月26 日現在

【グリーン購入法】に基づき事業者新認定・期限更新した 27 社

2021 年度の日合商 WEB セミナーは、清水英雄 氏（清水英雄事務所株式会社 代表取締役）
を講師に全 5 回の開催を計画しました。脱炭素社会に向けて、どのような準備を進め、
日本社会や住生活産業界、建設業、不動産業はどうあるべきか、どこにビジネスチャン
スがあるのか、エネルギー政策と連動してマーケットはどう動くのか、さらに住宅産業
への国の支援はどうなるかなどについて、詳しく解説して頂きます。

第2 回 日合商 WEB セミナー  
『カーボンニュートラル～建設業界は何をすべきか～』

● 8 月 20 日（金）14：00 ～ 15：30（90 分）ライブ配信

講演内容：日本社会のグランドデザインは、2050 年のカーボンニュートラル・脱炭素社会・温室効
果ガス排出ゼロに向かいます。建設業界は、どんな対策が必要で、その為にどんな準備をしなければ
ならないのか ?　最新情報をお届けします。
第 2 回 日合商 WEB セミナー開催（8 月 20 日）前の段階で「骨太の方針」

「エネルギー基本計画」「成長戦略」が詳細発表となり、6 月 17 日の
第 1 回で解説した内容の詳細が明らかになります。
ビジネスとしての視点・業務としての視点・ひとりひとり個人とし
ての視点と、多角的に建設業界の取組事例について解説致しますので、なるべく多くの社員の方の目
にも届くように共有化お願い致します。未来社会・未来の会社のあるべき姿は、経営者や責任者だけ
でなく社員一人ひとりで考えていくことが大切です。
業界には「DX」が求められていきます。DX（デジタルトランスフォーメーション）はデジタルツー
ルを活用することによって、事業高効率化を図り、第四次産業革命による社会構造変革に対応する事
業形態になることを示しています。是非、本講演内容をご視聴ください！

開催月 テーマ 概要

第 3 回 10 月
住生活産業界の今後 10 年

～建設業×不動産業の未来予想～

少 子 高 齢 化 × 大 相 続 時 代、
2020 年から 2030 年までに出
てくる相続件数は 1500 万件
超の予想。相続に伴い不動産
の譲渡件数も大量になる、今
後 10 年間の住生活産業界の
市場動向を読み解きながら、
未来を予想。

第 4 回 12 月
脱炭素×エネルギー×住生活

～エネルギー政策の詳細～

COP26 で発表される 2030 年
までのロードマップと照らし
合わせ、国のエネルギー政策
の詳細を読み解き、住生活産
業のマーケットがどのように
エネルギー施策と連動して動
いていくのか予想。

第 5 回 2022 年
2 月

2022 年～ 2024 年までの
住宅業界の動向発表

2021 年 12 月 ～ 2022 年 1 月
の世界動向から、国の予算や
実際の住宅産業に打ち出され
る支援の内容を読み解き、踏
み込んだ詳細部分まで解説。

第3 回 以降の日合商 WEB セミナー予定

なお、6 月 17 日（木）にライブ配信した 2021 年度第 1 回日合商 WEB セミナーは、日合商ホームペー
ジ内の組合員専用ページ【日合商 WEB セミナー】でアーカイブ動画によりご覧いただけます。

視聴お申込み開始：2021 年 7 月 1 日（木）より
【お申込み方法】

① QR コードで組合員専用ページを読み込む
　　　⬇
②セミナー名
　「カーボンニュートラル～建設業界は何をすべきか～」をクリック
　　　⬇
③セミナーの詳細ページ下段の「申込フォーム」に必要事項を入力
　　　⬇
④送信をクリックすれば、完了です。


